
（公益・特別法人用）

１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年 -

・

・ 実施年月 実施年月

・ 16年度末まで 本部及び支部事務局の体制を検討・決定 Ｈ16年3月 本部事務局長への県職員派遣の廃止

県と協会及び市町村の役割分担の明確化、事業

の実施主体の整理

17年度から 本部及び支部事務局移管 Ｈ17年4月 協会への県補助金の廃止

事業をあるべき実施主体で実施

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成18年度当初現在

うち県職員

うち県職員

うち県職員

- - 46

＊次表は17年度の状況で、（　）内は15年度 （単位：千円、％）

(13,673)

(2,400)

(11,273)

(0)

100.0 (100.0) 99.3 (99.4) (0)

100.0 (100.0) 1,172.0 (323.0) (0)

128.0 (74.3) 93.7 (98.6) (0)

30.8 (35.6) 93.6 (98.6) (0)

52.6 (39.6) 0.0 (0.0)

△ 21.8 (115.2)

0.0 (21.4) (11,273)0

(0)0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

2

0

0

貸付金

県

費

受

入

状

況

補助金

職員の平均年収（千円）

Ｈ18

0

0
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負担金

役員平均年収（千円）

予算及び財務諸表等について、ホームページ及び広報誌で公表していく

補助金等比率
人件費関係費
用(再掲）

財
務
・
資
産
関
係
指
標

当期収支差額 6,075

1

2常　　　勤

非　常　勤

1

1

0

財団法人長野県消防協会
(長野市大字南長野字幅下692-2　県庁東庁舎内）

〔具体的な事業内容〕

〔設立目的（寄付行為・定款上）〕

〔事業執行状況を示す主な指標〕

団 体 名
(所在地）

0

24

実　　施　　状　　況

改革実施プラン策定

改革基本方針及び改革実施プランの概要

改革基本方針
県関与の見直し
（県と市町村及び団体との役割分担の明確化）

代表者

県所管部局
(課)

(7,344) 交付金

（△14,540）

0

(56,614) 事業費

職員平均年齢

0

21,704

(42,074)

22

常　　　勤

0 0

当期支出合計

非　常　勤

塩﨑貞夫

危機管理局（消防課）

出捐金

委託料流動比率

損失補償年
度末残高

正味財産比率

26,630

1

事業支出伸び率

固定長期適合率

借入金依存率

収支比率

人件費比率

管理費比率

固定比率

自主事業比率

公益事業比率

収
支
状
況

基本財産（円）

当期収入合計

役
　
職
　
員
　
数

役員平均年齢

職　員　数

年　　　　度

次期繰越額

設立根拠 昭和５３年民法

0

0

Ｈ16

〔設立の沿革〕

県出捐
率（％）

357,500,000

0

〔団体の課題〕

指摘事項等なし

50,000,000 14.0%

Ｈ15 Ｈ17

0

0

1

運営費

〔主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）〕

一般寄付金　227,203,442円　63.6％
市町村　　　    39,741,533円　11.1％

2,930

県職員計（非常勤役員除く）

24 24

0

0

0

役　員　数

○支部（地区協会）事務局体制については、県の人的関与をなくすという基本方針に基づいて検討したが、市町村から引き続き県で事
務を行うよう強い要望があること、事務局を移管すると県と消防団の直接の接点がなくなり、地域防災力の維持強化の観点から問題が
あることから、関与をなくすことは現状では困難である。

○平成１７年度から協会への補助金を廃止し、「消防団充実強化支援事業」の中で、県ポンプ操法大会や地区ポンプ操法大会への支援
等（大会実行委員会への負担金及び直接支払い）を実施してきているが、協会からは補助金復活の強い要望がある。

27,779

経営計画等の策定状況

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

情報公開の取組状況

うち県の出
捐額（円）

〔監査結果等〕

・殉職者慰霊祭　　　　　　　　　・機関誌の発行　　　・福利厚生事業

公益法人化を検討

昭和５３年１２月に財団法人設立

昭和２２年１１月に任意団体として設立

昭和５２年に発足３０周年記念事業として

防災思想を啓発し、消防施設の整備改善と消防活動の強化充実を図り、社会の災厄を未

然に防止し郷土の安全と県民並びに消防団員の福祉増進に寄与することを目的とする。

・春、秋の火災予防運動　　　・ポンプ操法大会、ラッパ吹奏大会の開催

・団長・事務担当者研修会　　・副団長講習会　　　・団体、個人の表彰

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート
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様式１

（商法法人用）

１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年

実施年月 実施年月

平成16年度から 活性化事業の充実 平成16年度から 活性化事業の実施

　　・物産展の開催

　　・農産物の季節販売の実施

　　・写真展、作品展の開催　　　　　など

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成18年度当初現在

うち県職員

うち県職員

うち県職員

53.0歳 5,956千円 －

＊次表は17年度の状況で、（　）内は15年度 （単位：千円、％）

108.9 (116.2) 69.6 (58.7)

14.3 (13.0) 153.1 (1,023.5)

100.0 (99.3) 117.4 (135.2)

12.6 (21.1) 92.8 (81.0)

8.2 (14.0) 26.0 (38.0)

1.2 (2.2)

1.4 (2.2)

補助金

・空港ビル施設の賃貸業という特殊な業種であり他の民間企業の参入は困難である。

0 (0)

(0)0

経常損益 12,996 (23,537) 事業費

運営費

0

(0)

(0)交付金

収
支
状
況

資本金（円）

売上高

役
　
職
　
員
　
数

役員平均年齢

職　員　数

年　　　　度

当期損益

常　　　勤

非　常　勤

固定長期適合率

借入金依存率

売上高総利益率

売上高営業利益率

売上高経常利益率

固定比率

役　員　数
0

流動比率

20,096

自己資本比率

(13,817)

収支比率

人件費比率

非　常　勤

県職員計（非常勤役員除く）

158,896 (168,657)

空港利用施設の賃貸業

・航空会社、県、売店、レストラン等への空港ビル施設の賃貸
・航空機利用者への施設設備の提供
・インフォメーションカウンターでの旅客案内等

職員の平均年収（千円）

〔具体的な事業内容〕

50.5%495,000,000円
うち県の出
資額（円）

常　　　勤

設立根拠 平成４年商法

団 体 名
(所在地）

松本空港ターミナルビル株式会社
（松本市大字空港東８９０９）

0 1 1

代表取締役社長　板倉 敏和

企画局（交通政策課）

代表者

県所管部局
(課)

実　　施　　状　　況

2

〔設立の沿革〕

平成４年７月設立
平成６年７月営業開始

250,000,000円
県出資
率（％）

〔事業執行状況を示す主な指標〕

〔設立目的（寄付行為・定款上）〕

〔主な出資者・出資額（円）・出資率（％）〕

・航空機利用者数（人）　H15：139,951　H16：118,980　H17：124,718

㈱日本航空ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ　110,000円　22.2％
松本電気鉄道㈱　40,000円　8.1％

・
・

1

1

2 2

11

Ｈ17

8 8

Ｈ15 Ｈ16

1

8

1

役員平均年収（千円）

3 2

11

職員平均年齢

2

0 0 0

・建物設備中長期保全計画（平成16年度）

貸付金

県

費

受

入

状

況 (0)

次期繰越損益

(35,632)営業損益

7,558

50,957 (36,873)

使用総資本計上利
益率

人件費関係費
用(再掲）

0

財
務
・
資
産
関
係
指
標

0

0

自己資本純利益率

委託料

負担金

1

1

2

(0)

1

－

0

0

Ｈ18

2

1

8

(0)

(0)

(0)出捐金 0

0

経営計画等の策定状況

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

情報公開の取組状況

〔団体の課題〕

○航空機利用者の減少傾向、札幌線の運休問題（平成19年10月以降、暫定的に札幌線が週４往復、福岡線が週３往復で運行されるこ
とがＪＡＬと合意された。）等、経営を取り巻く状況は年々厳しさを増している。
　また、県ではダイヤ改善や複便化により空港利用者を増やすため、空港の運用時間の延長に取り組んでいるが、現状では増便等に
至っていない。

○航空機利用者が増加しない限り経営基盤の安定には結びつきにくいことから、当社が実施する活性化事業による利用者の増加は限
界に来ている。

(0)

損失補償年
度末残高

0

・情報公開要綱（経営状況資料等公開用）に基づき公開

県関与の見直し（筆頭株主として県が事業活性化の責任を果たしたうえで、将来的には県の関与を
見直す）

〔監査結果等〕

改革基本方針

［平成17年度財政的援助団体等の監査］
○同社が主体となった活性化事業や近隣市町村参加型の活性化事業が求められていることから、自立に向けた支援策の見直しを検討
すること。

改革基本方針及び改革実施プランの概要

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート
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様式１

（公益・特別法人用）

１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年 －

実施年月 実施年月

平成15年度末 県職員派遣の廃止（２名） 平成15年度末 県職員派遣の廃止（２名）

平成16年度中 国際課職員の職免による事務補助 平成16年度中 国際課職員の職免による事務補助

平成17年度末まで 県庁舎外への事務所移転の検討 －

平成17年度末　 人件費補助の廃止 平成17年度末　 人件費補助の廃止

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成18年度当初現在

うち県職員

うち県職員

うち県職員

61.0 － 56.3
0

＊次表は17年度の状況で、（　）内は15年度 （単位：千円、％）

89.7 (20.1) 99.5 (99.3)

20.0 (41.2) 205.0 (317.3)

80.1 (107.7) 99.5 (98.5)

53.2 (50.2) 99.5 (98.5)

54.6 (51.1) - -

△ 88.5 (△52.6)

16.4 (90.7)

県庁舎外への事務所移転について、引き続き検討
中

経営計画等の策定状況

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

情報公開の取組状況

〔監査結果等〕

〔団体の課題〕

・　民間主導型の国際交流を推進するため、国際交流、国際協力、外国籍県民支援など国際化推進に関する県域の活動センターとして
の拠点機能を強化していく必要がある。

・　語学力を活かした講座や翻訳などの事業収入は多少伸びているが、その他の事業は実績が上がらず、団体の運営が厳しい状況に
ある。

(0)

(33,459)

(0)

団 体 名
(所在地）

常　　　勤

非　常　勤

2

〔事業執行状況を示す主な指標〕

〔設立目的（寄付行為・定款上）〕

1(1)

0

1

(33,459)

－

設立根拠 平成元年民法

0

0

Ｈ16

〔設立の沿革〕

オリンピック開催決定を受けて、国レベル
の国際交流から地方レベルの国際交流へ
と流れが変わりつつある情勢の中で、県
民レベルの多角的な国際交流活動に積極
的に取り組む必要が増加した。
行政主導型から民間主導型の国際交流
への移行及び長野県の国際交流をリード
すべき組織の必要性が高まったことから、
平成元年に設立。

1,960

0

運営費

0

0

281

収
支
状
況

基本財産（円）

当期収入合計

役
　
職
　
員
　
数

役員平均年齢

職　員　数

年　　　　度

次期繰越額 1,648

2

正味財産比率

事業支出伸び率

固定長期適合率

借入金依存率

収支比率

人件費比率

管理費比率

固定比率

自主事業比率

公益事業比率

出捐金

委託料

0

0

流動比率

9,649 (61,314)

民間が主体となった県民レベルの多角的な国際交流活動に取り組む体制を推進す
る諸事業を実施し、県民一人ひとりの国際感覚の醸成と諸外国との相互理解を深
め、もって世界に開かれた長野県づくりに資する。

・国際交流情報誌（６ヶ国語）の発行
・多文化行政くらしのサポーター運営委員会事務局
・外国籍児童就学支援プロジェクトの運営支援

13

常　　　勤

0 0

(4,650) 交付金

(4,388)

12

(56,925) 事業費

職員平均年齢

0 0

2

当期収支差額

1

1(1) 1(1)

役　員　数
0

15

△ 2,400

当期支出合計 12,049

実　　施　　状　　況

改革実施プラン策定

改革基本方針及び改革実施プランの概要

改革基本方針
県の人的関与を廃止し、民間主導の団体へ

理事長　吉田總一郎

企画局（国際課）

代表者

県所管部局
(課)

財団法人　長野県国際交流推進協会

・国際交流ボランティア登録者数（人） H11: 1,302    H17: 1,734

〔具体的な事業内容〕

県出捐
率（％）

303,800,000

〔主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）〕

長野県市長会　18,000,000円　 5.9%
長野県町村会  12,000,000円　 4.0%
民間法人団体  33,800,000円  11.1%

うち県の出
捐額（円）

240,000,000 79.0%

Ｈ15

損失補償年
度末残高

非　常　勤

県職員計（非常勤役員除く）

16 16 15

1

1

役員平均年収（千円）

情報公開要綱に基づき、県に準じて公開（H14～）
決算情報を公開（長野県行政情報センターで閲覧可能）

補助金等比率 人件費関係費
用(再掲）

1,960

財
務
・
資
産
関
係
指
標

－

(0)

(0)

(0)

(45,472)

Ｈ18

1(1)

0

15

職員の平均年収（千円）

0

1,960

負担金

Ｈ17

　国際交流や国際協力の分野で活動する団体は年々増加しているが、各団体とも比較的規模が小さく、活動範囲が限定されているこ
とから、幅広い情報提供、各団体との連携・情報交換・相互支援を図るなどの総合的な事業を行う分野での競合はない。

1

1

2

0

貸付金

県

費

受

入

状

況

補助金

(0)

(22,327)

監査実施年度：平成16年度

2 減価償却引当預金が減価償却累計額よりも引当金超過となっているのを指摘

1  貸借対照表の科目で「基本財産引当預金」を、利付国債が2/3以上を占めているため、「基本財産引当資産」に科目変更するよう指摘 

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート
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様式１

おう （公益・特別法人用）

１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年 －

実施年月 実施年月

平成16年度～ 企画・運営への賛助会員等の参加 平成16年10月 「長野県長寿社会開発センターの今後のあり方」を

　　　　　 作成

平成18年４月 地区ごとに、地区賛助会を立ち上げた。

平成16年度～ 県職員派遣の段階的縮減 平成16年４月 １名減（県派遣：４名）

平成17年度末 平成18年４月 １名減（県派遣：３名）

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成18年度当初現在

平成18年度から老人大学の県直営化 平成18年４月 老人大学の運営を県直営とした。

うち県職員

うち県職員

うち県職員

－ － 48

＊次表は17年度の状況で、（　）内は15年度 （単位：千円、％）

73.5 (69.8) 99.0 (98.6)

100.0 (100.0) 540.3 (294.4)

102.1 (101.4) 95.7 (97.3)

50.0 (51.6) 95.7 (97.3)

48.2 (51.1) 0.0 (0.0)

△5.7 (1.6)

70.8 (76.5)

経営計画等の策定状況

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

情報公開の取組状況

〔監査結果等〕

〔団体の課題〕

改革基本方針に基づき、次の事項について見直しを行ったが、次のような課題が生じている。

１　県職員の段階的縮減
　　「改革基本方針」に沿って、県派遣職員の段階的縮減により、現在の７名（常務理事を含む）体制では、現行の事業を優先させざるを
得ず、今後、センターが強く進めていかなければならない、元気高齢者の社会参加活動の促進を図るためにも、新たな事業を行う必要が
あるが、実際そこまで手が回らない状況である。

２　企画・運営への賛助会員の参加
　　賛助会員はその多くが70歳以上であり、社会参加活動を行うことはできても、企画・運営を委ねることは、継続的勤務と事務能力等が
必要となるため、困難な状況である。

３　老人大学の県直営化
　　センターでは高齢者の社会参加活動を促進するにあたり、意識の向上、人づくり・仲間づくりを「老人大学」で行い、さらに指導者養成
のためのシニアリーダー養成講座と連携し、卒業後は賛助会に参加して社会活動を行う中で、活動を地域に広めてきた。
　　このように、センターの人づくり事業の中心として「老人大学」を位置付けてきたが、今年度から「老人大学」を県直営で実施したことに
より、支部での元気高齢者施策の推進、地域活動の担い手である賛助会の新たな会員の拡大、センターの他の事業との一環した取り組
みなどに支障をきたしており、体系的な施策を実施することが困難となっている。

(33,025)

(65,909)

(0)

団 体 名
(所在地）

常　　　勤

非　常　勤

4

〔事業執行状況を示す主な指標〕

〔設立目的（寄付行為・定款上）〕

1

1

1

(98,934)

5,184

設立根拠 平成元年民法

3

1

Ｈ16

〔設立の沿革〕

平成元年、国が策定した「高齢者保健福
祉10ヶ年戦略（ゴールドプラン）」の一環と
して、高齢社会を国民が健康で生きがいを
持ち、安心して過ごせる明るい長寿・福祉
社会とすることを目指し、国に「長寿社会
開発センター」を、各都道府県に「明るい
長寿社会づくり推進機構」を設置して、高
齢者の生きがい対策を進めることとしたこ
とに伴い設立

80,933

運営費

53,196

収
支
状
況

基本財産（円）

当期収入合計

役
　
職
　
員
　
数

役員平均年齢

職　員　数

年　　　　度

次期繰越額 15,077

5

正味財産比率

事業支出伸び率

固定長期適合率

借入金依存率

収支比率

人件費比率

管理費比率

固定比率

自主事業比率

公益事業比率

出捐金

委託料流動比率

177,995 (198,916)

高齢者の積極的な社会活動をはじめ、高齢者の生きがいの増進と健康づくりを推進
する諸事業を実施し、もって豊かで活力ある高齢化社会の構築及び発展に資するこ
とを目的とする。

・先進的、先駆的モデル事業の調査、情報誌などの発行
・信州ねんりんピックの開催、全国健康福祉祭への選手派遣等
・シニアリーダー養成講座の開催、高齢者の社会参加を促進するための研修会開催
・賛助会の活動支援

2223

常　　　勤

3 2

(9,124) 交付金

(2,832)

0

(196,084) 事業費

職員平均年齢

4 4

0

当期収支差額

3

1 1

役　員　数
1

0

3,609

当期支出合計 174,386

実　　施　　状　　況

改革実施プラン策定

改革基本方針及び改革実施プランの概要

改革基本方針
県関与の抜本的な見直し

理事長　小笠原　和典

社会部（長寿福祉課）

代表者

県所管部局
(課)

財団法人　長野県長寿社会開発センター
（長野市若里７－１－７ 長野県社会福祉総合センター内）

・情報誌の発行部数　　　　　　　　・信州ねんりんピック参加者数
・シニアリーダー養成講座参加者数　　　　・賛助会の数

〔具体的な事業内容〕

県出捐
率（％）

333,346,896円

〔主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）〕

市町村：30,000,000円（9.0%)うち県の出
捐額（円）

220,000,000円 66.0%

Ｈ15

損失補償年
度末残高

非　常　勤

県職員計（非常勤役員除く）

21 20 20

3

19

役員平均年収（千円）

・ＨＰを開設し、センターの役割や事業内容を紹介している。
・情報誌（３月に１回）を発行し、活躍する高齢者などを紹介している。

補助金等比率 人件費関係費
用(再掲）

87,165

財
務
・
資
産
関
係
指
標

平成16年10月に「長野県長寿社会開発センターの今後のあり方」を作成

(0)

(0)

(0)

(101,165)

Ｈ18

1

1

20

職員の平均年収（千円）

26,486

54,447

負担金

Ｈ17

長野県長寿開発センターは高齢者の「生きがいと健康づくり」、「社会参加活動の促進」を目的として事業を実施している。「生きがいと
健康づくり」は、カルチャースクールや各種の資格取得講座などが民間などで開催されている。

1

6

0

3

貸付金

県

費

受

入

状

況

補助金

(0)

(57,957)

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート
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様式１

（公益・特別法人用）

１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年 －

実施年月 実施年月

平成15年度末 県職員派遣の廃止 平成16年3月まで 県職員派遣を廃止

平成16年度中 平成17年3月まで

平成18年度～ 平成18年4月～

　（団体独自の改革実施プラン）

長野県社会福祉協議会改革実施プランを策定

　法人組織の改革 平成17年6月～ 理事会、評議員会の定数見直し

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成18年度当初現在 　事務局体制の整備及び職員の意識改革 平成17年4月～ 課所統合による事務局体制の整備

　法人財政基盤の強化 H17年8･12月 会費制度の一部見直し

うち県職員

うち県職員

うち県職員

68.2 3,073 45.9

＊次表は17年度の状況で、（　）内は15年度 （単位：千円、％）

100.0 (100.0) 5.0 (5.2)

100.0 (100.0) 2,723.1 (3,502.8)

100.4 (101.2) 1,823.2 (1,734.1)

0.8 (1.3) 91.6 (91.1)

0.6 (1.0) 0.3 (0.3)

△ 38.8 (29.9)

7.4 (11.1)

平成17年３月
策定

　社会福祉法に位置付けられた団体であり、設立要件や目的としている事業内容等を勘案すると、民間企業等の参入は困難

1

18

22

0

貸付金

県

費

受

入

状

況

補助金

(0)

(235,652)

Ｈ18

1

0

17

職員の平均年収（千円）

71,771

129,274

負担金

　情報公開に関する規定に基づいて経営状況等を公表
　ホームページの開設、機関誌の発行当を通じて、事業内容を公表

補助金等比率
人件費関係費
用(再掲）

185,495

財
務
・
資
産
関
係
指
標

　独自に長野県社会福祉協議会改革プランを策定（H17.3)

(42,320)

事業支出伸び率

(299,921)

(0)

(0)

Ｈ15

損失補償年
度末残高

23

19

(1,345,542) 交付金

(45,573)

Ｈ17

社会福祉法人　長野県社会福祉協議会
（長野市若里7-1-7　長野県社会福祉総合センター内））

･会員数　 H15：5,136人　H16：5,136人　H17：5,136人
・ボランティア登録数　H15： 222,471人、H16：266,273人、H17 255,290人
・福祉研修受講者数　H15： 5,871人、H16：6,490人、H17：9,149人
・福祉サービス苦情受付件数 H15： 25件、H16： 47件、H17： 61件

〔具体的な事業内容〕

県出捐
率（％）

31,200,000円

〔主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）〕

無し
うち県の出
捐額（円）

0円

中村　竜子

社会部（地域福祉課）

代表者

県所管部局
(課)

実　　施　　状　　況

改革実施プラン策定

改革基本方針及び改革実施プランの概要

改革基本方針
　県関与の抜本的な縮減

28

1

13,555

当期支出合計 3,420,818

役員平均年収（千円）

32

1 1

役　員　数
0

22 23

2

事業費

職員平均年齢

0 0

(3,752,662)

26

3,434,373 (3,798,235)

長野県における社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業の健全な発達及
び社会福祉に関する活動の活性化により、地域福祉に推進を図る。

・社会福祉事業の企画実施、郡市社会福祉協議会相互の連絡調整及び各種調査
・福祉人材の確保、養成研修及び福祉施設等経営指導・助言
・地域福祉権利擁護、生活福祉資金貸付、福祉ＮＰＯ・ボランティア活動支援
・社会福祉事業従事者の福利増進、共同募金への協力

2025

常　　　勤

0 0

出捐金

委託料

0

0

流動比率

正味財産比率

1,312,499

3

借入金依存率

収支比率

人件費比率

管理費比率

固定比率

固定長期適合率

収
支
状
況

基本財産（円）

当期収入合計

役
　
職
　
員
　
数

役員平均年齢

職　員　数

年　　　　度

次期繰越額

当期収支差額

県職員計（非常勤役員除く）

設立根拠 昭和26年社会福祉法

0

0

Ｈ16

〔設立の沿革〕

社会福祉事業の民主的運営を図ることを
目的とした社会福祉事業法（現在の社会
福祉法）の施行に伴い、社会福祉協議会
の健全な育成を図るという時代の要請と、
共同募金会とともに地域社会福祉事業に
おける車の両輪として位置付けられ発足

社会福祉法人化

0.0%

非　常　勤

団 体 名
(所在地）

常　　　勤

非　常　勤

3

〔事業執行状況を示す主な指標〕

S26

S29

〔設立目的（寄付行為・定款上）〕

1

0

1

情報公開の取組状況

〔監査結果等〕

〔団体の課題〕

　平成17年１月９日に実施された委員監査結果

　　１ 県社協として行なう事業について、どれだけの人員が必要かを見極めた上で、事業に人をつけるようにしてほしい。
　　２ 社会福祉総合センターは、指定管理者に移行することになるが、安いコストで良いサービスを提供するよう心がけるべきである。

　改革基本方針に基づく改革を平成15年度以降推進してきた結果、県職員派遣の廃止、県社協への補助・委託事業の個別見直し及び
社会福祉総合センターの指定管理者として、結果的には他の民間事業者が指定されたことによるセンター職員の退職等によって、総合
的に人件費が縮小されたこと、並びに、今後数年間に到来する「団塊の世代」の段階的退職という構造的な問題により、次世代を担う県
社協職員の年齢構成にアンバランスが生じ、今後の組織運営に支障を来たすおそれがある。

　県としては、社会福祉法に位置付けられた県社協の地域福祉を推進するという役割の重要性を改めて認識し、県との役割分担を明確
にしつつ、県との協働によって必要な機能を十分発揮していただけるよう、例えば県職員と県社協職員との交換研修及び県職員ＯＢの
活用といった取組みについて、検討する必要がある。

(96,257)

(170,765)

(0)

(267,022)201,045

経営計画等の策定状況

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

6,375

41,203

運営費

0

0

146,521

自主事業比率

公益事業比率

社会福祉総合センターの管理運営について指定管
理者制度へ移行

社会福祉総合センターの管理運営について指定管
理者制度へ移行し、公募により選定した結果、民間
事業者を指定

平成17年度当初予算への反映に向けた県からの
補助・委託事業の個別の見直し

平成17年度当初予算への反映に向けた県からの
補助・委託事業の個別の見直しを実施

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート
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様式１

（公益・特別法人用）

１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年 ○

実施年月 実施年月

[本部事務局] [本部事務局]

H17年度 社会福祉施設整備等に係る融資事業の県直営化 H17.3 社会福祉施設整備等に係る融資事業を廃止

もしくは廃止

H18年度末まで 県派遣職員５名（15年度末現在）の段階的廃止 H19年度 県職員１名派遣予定

H18年度末 県からの運営費補助の廃止 H19年度 指定管理施設に係る事務費に係る運営費補助

[水内荘] [水内荘]

H16年度末まで 県職員派遣の廃止 H17.3 県職員派遣の廃止

[県障害者福祉センター] [県障害者福祉センター]

H17年度末まで 県派遣職員５名（15年度末現在）の段階的廃止 H18.3 県職員派遣の廃止

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成18年度当初現在

H18年度末から 指定管理者制度へ移行 H18.4 指定管理者制度を導入し、社会福祉事業団を指定

うち県職員 [西駒郷] [西駒郷]

H16年度中 社会福祉事業団に全面委託 H17.4 指定管理者制度を導入し、社会福祉事業団を指定

うち県職員 あわせて県職員の派遣 県職員の派遣、段階的削減

H19年度末まで 地域生活移行の進捗状況に応じて県職員派遣の (H17:51名、H18:33名、H19:17名予定)

うち県職員 段階的廃止

H20年度から 原則として支援費のみの管理運営に移行

（地域生活移行の推進に係る経費及び重度の

57.1 － 41.1 入所者に係る特別の経費を除く。）

＊次表は17年度の状況で、（　）内は15年度 （単位：千円、％）

100.0 (100.0) 51.2 (62.7)

100.0 (100.0) 213.1 (144.7)

107.4 (100.6) 136.6 (123.6)

1.2 (2.6) 81.4 (91.8)

5.0 (2.1) 4.8 (6.9)

52.7 (△8.2)

44.5 (74.0)

長野県西駒郷（平成17～20年度）、長野県障害者福祉センター（平成18～20年度）の指定管理者に指定されており、今後の指定更新
時に同種の社会福祉法人、民間法人との競合が予想される。

1(1)

229

63

36

貸付金

県

費

受

入

状

況

補助金

(0)

(941,552)

(44,792)

Ｈ18

(1)

0

8

職員の平均年収（千円）

50,839

179,842

負担金

Ｈ17

社会福祉法人長野県社会福祉事業団情報公開規則による情報公開、同個人情報保護規則による個人情報の開示のほか、事業団
ホームページ、各事業所の広報紙等により随時の情報公開・提供に努めている。

補助金等比率
人件費関係費
用(再掲）

30,815

財
務
・
資
産
関
係
指
標

平成17年11月に、長野県社会福祉事業団改革アクションプラン（計画年度：平成17～20年度）策定
平成19年度当初策定を目途に、長野県社会福祉事業団長期構想（仮称　計画年度平成19～24年度）策定中

(0)

(0)

(0)

Ｈ15

損失補償年
度末残高

非　常　勤

県職員計（非常勤役員除く）

10 8 8

2

223

役員平均年収（千円）

社会福祉法人　長野県社会福祉事業団
（長野市若里1570-１　長野県社会福祉総合センター内）

・「長野県西駒郷」の入所者（人）　 H16:406  H17:326  H18:261　（各年４月１日）
・「サンアップル」の利用者（人）     H16:126,995  H17:120,605  H18:105,385　（H18は１月末）

〔具体的な事業内容〕

県出捐
率（％）

15,000,000

〔主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）〕

－
うち県の出
捐額（円）

0 0.0%

佐藤　進

社会部（障害福祉課）

代表者

県所管部局
(課)

実　　施　　状　　況

改革実施プラン策定

改革基本方針及び改革実施プランの概要

改革基本方針
県の人的関与を廃止し、財政的関与のあり方を見直す。

当期収支差額

1

1 (1)

役　員　数
0

13

191,570

当期支出合計 2,576,943

(61,926) 交付金

(10,039)

33

(1,726,040) 事業費

職員平均年齢

8 58

47

2,768,513 (1,736,079)

　社会福祉の増進を図るため必要な事業を行うとともに、多様な福祉サービスを利用者の意向
を尊重して総合的に提供することにより、利用者が自立した生活を地域社会において営むこと
ができるように支援する。

・知的障害者援護施設「水内荘」の設置経営
・知的障害者総合援護施設「長野県西駒郷」の受託経営（指定管理者）
・長野県障害者福祉センター「サンアップル」の受託経営（指定管理者）
・通所授産施設、グループホームの設置経営、障害者総合支援センター事業の受託

159139

常　　　勤

58 36

出捐金

委託料

0

0

流動比率

正味財産比率

事業支出伸び率

固定長期適合率

借入金依存率

収支比率

人件費比率

管理費比率

固定比率

自主事業比率

公益事業比率

収
支
状
況

基本財産（円）

当期収入合計

役
　
職
　
員
　
数

役員平均年齢

職　員　数

年　　　　度

次期繰越額 263,679

11

230,681

0

運営費

0

0

1,031,926

(232,410)

5,611

設立根拠 昭和39年社会福祉法

8

0

Ｈ16

〔設立の沿革〕

経済成長に即して均衡のとれた社会福祉
の増進を図るため、県行政と一体となって
社会福祉を推進する強力な民間機関の設
置が必要であるとの要請から、財団法人
として設立。

知的障害者援護施設「水内荘」の移管経
営のため、社会福祉法人として設立。（そ
の後、海津荘、西駒郷、障害者福祉セン
ターの運営を順次受託。）

団 体 名
(所在地）

常　　　勤

非　常　勤

11

〔事業執行状況を示す主な指標〕

Ｓ39

Ｓ40

〔設立目的（寄付行為・定款上）〕

(1)

0

1(1)

経営計画等の策定状況

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

情報公開の取組状況

〔監査結果等〕

〔団体の課題〕

【平成18年度財政援助団体等の監査の結果】
１　監査結果
　  指摘事項なし。
２　意　　　見
　　平成20年度からの自立的運営体制への移行に向けて、県職員の段階的廃止、社会福祉振興融資事業の廃止、西駒郷及び県障害
　者福祉センターの指定管理者制度への移行など方針に従って進められています。今後とも、特色ある社会福祉施設の運営や、利用
　者ニーズに的確に応えられる福祉サービスの提供に向け努力してください。

１　人的関与
・従来の県準拠の給与体系から民間社会福祉法人に準じた新給与体系の構築等に必要な長期的視野に立った経営計画の企画立案
能力や施設経営のマネジメント能力のある人材が育成されていないこと　（本部事務局、西駒郷）
・引き続き西駒郷を利用する方は重度の方が多く、施設運営、地域生活移行の困難性が高まっていること　（西駒郷）
・西駒郷利用者の保護者から県職員が全くいなくなることへの不安の声、派遣継続の強い要望が寄せられていること　（西駒郷）
２　財政的関与
【本部事務局】
・西駒郷及び障害者福祉センターの指定管理料に本部事務費が算定されていないことから、次回の指定管理者更新までの間、
運営費の不足が生じることとなる。
【西駒郷】
・平成18年４月の障害者自立支援法施行に伴い、事業体系及び報酬体系の大きな制度変更があり、経営見通しが不透明な状況の中
で、平成20年度からの県の財政的関与の廃止による事業団の自立的運営はきわめて困難な状況となっている。

(61,354)

(171,056)

(0)

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート
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様式１

（公益・特別法人用）

１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年 －

実施年月 実施年月

H16年度～ H16年5月 県派遣職員2名（補佐級1名、係長級1名）のうち係

長級職員を主任にし、実務レベルの強化を図った。

H16年6月 県職員OBに替えて、民間から専務理事兼事務局

長を登用した。

H18年4月 県職員の派遣職員を1名とする。

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成18年度当初現在

うち県職員

うち県職員

うち県職員

65.3 0 47.9

＊次表は17年度の状況で、（　）内は15年度 （単位：千円、％）

98.8 (94.4) 53.4 (60.4)

100.0 (100.0) 1,965.8 (0.0)

98.9 (100.0) 89.8 (100.0)

17.8 (18.5) 49.3 (60.4)

20.4 (17.7) 0.0 (0.0)

△ 4.8 (△2.4)

29.2 (29.1)

民間からマネージャーを登用し、民間的経営感覚の
導入により職員の意識改革を進める。
県派遣職員2名を実務レベルの職員とする。

経営計画等の策定状況

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

情報公開の取組状況

〔監査結果等〕

〔団体の課題〕

技能検定については、業務を円滑に推進するため、県との緊密な連携を図るとともに、プロパー職員の育成に取り組んでいる。

(24,717)

(34,354)

(0)

団 体 名
(所在地）

常　　　勤

非　常　勤

2

〔事業執行状況を示す主な指標〕

〔設立目的（寄付行為・定款上）〕

(1)

0

(59,071)

5,380

設立根拠 昭和５４年職業能力開発促進法

3

0

Ｈ16

〔設立の沿革〕

51,501

正味財産比率自主事業比率

公益事業比率

0

流動比率

(17,113)

(52)

4

(185,542) 事業費

運営費

0

0

0

交付金

収
支
状
況

基本財産（円）

当期収入合計

役
　
職
　
員
　
数

役員平均年齢

職　員　数

年　　　　度

次期繰越額 15,602

2

事業支出伸び率

固定長期適合率

借入金依存率

収支比率

人件費比率

管理費比率

固定比率

出捐金

委託料

0

0

0

158,792 (185,594)

職業能力の開発及び向上の促進の基本理念の具現に資するため、職業訓練、職業
能力検定その他職業能力開発促進法の規定に基づく職業能力の開発及び向上の
促進。

・職業能力開発推進者の講習
・ビジネスキャリア制度の周知及び認定試験の実施
・認定職業訓練の実施
・技能検定、・各種資料提供

109

常　　　勤

2 1

職員平均年齢

3 2

5

当期収支差額

0

1 (1)

役　員　数
0

7

△ 1,797

当期支出合計 160,589

実　　施　　状　　況

改革実施プラン策定

改革基本方針及び改革実施プランの概要

改革基本方針
県関与を縮減し、団体の自律的な運営へ

長野県職業能力開発協会
（長野市大字南長野南県町６８８－２）

・各種試験申請者(人)　H14：　  4,393　  H15：　5,086　H16： 　6,158　 H17：　 5,782
・技能士登録総数(人)　H14：　55,536　　H15：　57,070　H16：　58,918　H17：　60,451

〔具体的な事業内容〕

昭和５３年の職業訓練法の改正と、雇用
及び産業の動向、就業構造の変化等を背
景として、公共・民間が一体となって職業
能力開発を推進する必要があり、国及び
都道府県の施策に呼応し、きめ細かな浸
透を図るための強力な民間の指導的団体
を育成強化する観点から、長野県職業訓
練法人連合会と長野県技能検定協会とを
統合し、昭和５４年に設立。

関　安雄

商工部（雇用・人材育成課）

代表者

県所管部局
(課)

県出捐
率（％）

0

〔主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）〕

－
うち県の出
捐額（円）

― ―

Ｈ15

損失補償年
度末残高

非　常　勤

県職員計（非常勤役員除く）

45 45 44

0

8

役員平均年収（千円）

情報公開要綱に基づき県条例に準じて公開（H14,4,1～）

補助金等比率 人件費関係費
用(再掲）

28,600

財
務
・
資
産
関
係
指
標

(0)

(0)

(0)

(34,354)

Ｈ18

(1)

0

44

職員の平均年収（千円）

22,901

28,600

負担金

Ｈ17

技能検定業務は、職業能力開発促進法の規定により民間ではできない。職業能力開発業務の一部は、民間でも行われている。

0

8

5

1

貸付金

県

費

受

入

状

況

補助金

(0)

(0)

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート
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様式１

（公益・特別法人用）

１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年 -

実施年月 実施年月

Ｈ16年度から 補助金の縮減 Ｈ16年度から 企業性の高い補助金の廃止（Ｈ１７年度終了）

Ｈ16年度末まで 利便性向上、受益者負担制度導入等の検討 平成16年度 センターあり方検討委員会による検討結果

（地区相談回数の増、電子メールによる相談システム

、郵送費の受益者負担の導入を実施）

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成18年度当初現在

うち県職員

うち県職員

うち県職員

65.1 - 59.8

＊次表は17年度の状況で、（　）内は15年度 （単位：千円、％）

92.4 (97.0) 95.7 (95.9)

100.0 (100.0) 1,339.0 (1,411.7)

101.7 (100.0) 70.5 (71.7)

10.7 (9.1) 69.1 (70.3)

16.4 (14.6) - -

0.5 (△4.1)

54.1 (46.8)

経営計画等の策定状況

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

情報公開の取組状況

〔監査結果等〕

〔団体の課題〕

　　監査実施年度　平成１７年度　指摘事項なし

改革基本方針に基づきスケジュールどおり改革を完了。
今後は、運営経費の見直しを不断に行い、経費縮減を図る。

(26,890)

(0)

(0)

団 体 名
(所在地）

常　　　勤

非　常　勤

0

〔事業執行状況を示す主な指標〕

・

〔設立目的（寄付行為・定款上）〕

(1)

0

1

(26,890)

3,008

設立根拠 昭和56年民法

0

0

Ｈ16

〔設立の沿革〕

昭和54年に「生活衛生関係営業の運営の
適正化及び振興に関する法律」が改正さ
れ、各都道府県に１つに限り設置できる団
体として、昭和56年に設置。

18,223

0

運営費

0

0

0

収
支
状
況

基本財産（円）

当期収入合計

役
　
職
　
員
　
数

役員平均年齢

職　員　数

年　　　　度

次期繰越額 5,625

0

正味財産比率

事業支出伸び率

固定長期適合率

借入金依存率

収支比率

人件費比率

管理費比率

固定比率

自主事業比率

公益事業比率

出捐金

委託料

0

0

流動比率

28,558 (52,086)

長野県における生活衛生関係営業の経営の健全化及び振興を通じて、その衛生水
準の維持向上を図り、あわせて利用者又は消費者の利益の擁護を図る。

・生活衛生営業相談室の開設
・標準営業約款営業者の登録
・理・美容師試験・講習会の実施
・クリーニング師、業務従事者の講習会

55

常　　　勤

0 0

(5,405) 交付金

(95)

0

(51,991) 事業費

職員平均年齢

0 0

0

当期収支差額

1

(1) (1)

役　員　数
0

0

469

当期支出合計 28,089

実　　施　　状　　況

改革実施プラン策定

改革基本方針及び改革実施プランの概要

改革基本方針
  県関与の縮減

氷　川　重　子

衛生部（食品・生活衛生課）

代表者

県所管部局
(課)

財団法人　長野県生活衛生営業指導センター
（長野市大字南長野字宮東426-1）

・融資、経営等の相談件数（件）　            　  H15：642　  H16：479　  H17：298
・標準営業約款登録者数（新規・更新）（人）   H15：3,202　H16：3,211　H17：3,106

〔具体的な事業内容〕

県出捐
率（％）

10,201,000円

〔主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）〕

・（社）長野県生活衛生同業組合連合会 24.5%
・長野県美容業生活衛生同業組合　　4.2%
・　〃　　飲食業　　　〃　　　　3.8%
・　〃　　理容業　　　〃　　　　3.6%

うち県の出
捐額（円）

5,000,000円 49.0%

Ｈ15

損失補償年
度末残高

非　常　勤

県職員計（非常勤役員除く）

15 15 15

1

5

役員平均年収（千円）

　情報公開要綱に基づき、経営状況資料等公開(H14.4.1～）

補助金等比率 人件費関係費
用(再掲）

13,662

財
務
・
資
産
関
係
指
標

(0)

(0)

(0)

(15,266)

Ｈ18

(2)

0

15

職員の平均年収（千円）

18,223

0

負担金

Ｈ17

　生衛法第５７条の３第１項の規定により、県に１つだけ指定された団体であり、競合法人はない。

1

5

0

0

貸付金

県

費

受

入

状

況

補助金

(0)

(0)

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート
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様式１

（公益・特別法人用）

１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年 －

実施年月 実施年月

平成16年度～ ・協議会支部補助金の見直し・直接補助化 平成16年4月 ・協議会支部に対する補助金の内容の精査を行う

とともに、補助先を本部ではなく支部へ直接補助す

ることとした。

平成16年度末 ・協議会のあり方を関係団体と協議 平成17年度 ・協議会のあり方について、長野県包括医療協議

会及び長野県医師会と協議を行った。

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成18年度当初現在

うち県職員

うち県職員

うち県職員

－ － －

＊次表は17年度の状況で、（　）内は15年度 （単位：千円、％）

100.0 (100.0) 76.8 (0.0)

100.0 (100.0) 598.5 (160.6)

101.9 (99.8) 41.1 (2,566.9)

16.4 (0.8) 35.6 (97.2)

18.1 (1.4) - -

△ 6.7 (2.6)

35.4 (95.8)

経営計画等の策定状況

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

情報公開の取組状況

〔監査結果等〕

〔団体の課題〕

　協議会についてあり方を協議した結果、県の補助によらない運営については、団体自らにより判断することとなったが、現在、協議会
を運営する事務局体制について具体的になっていないため、活動を休止している。

(4,937)

(0)

(0)

団 体 名
(所在地）

常　　　勤

非　常　勤

1

〔事業執行状況を示す主な指標〕

・
・

〔設立目的（寄付行為・定款上）〕

1

0

1

(4,937)

－

設立根拠 昭和48年民法

0

0

Ｈ16

〔設立の沿革〕

昭和48年、任意団体として設立
昭和50年、社団法人として設立

6,676

運営費

8,841

収
支
状
況

基本財産（円）

当期収入合計

役
　
職
　
員
　
数

役員平均年齢

職　員　数

年　　　　度

次期繰越額 7,980

1

正味財産比率

事業支出伸び率

固定長期適合率

借入金依存率

収支比率

人件費比率

管理費比率

固定比率

自主事業比率

公益事業比率

出捐金

委託料流動比率

36,550 (602,384)

県下の医療関係団体、県及び市町村との緊密な連携のもとに、県民の健康増進を図る
ため、健康に関する相談及び検査並びに予防、治療及び機能回復を有機的系統的に提
供する医療体制の整備拡充を推進し、もって県民の福祉の向上に寄与する。

・健診成績年報の発行、市町村別死亡率の分析結果の発行
・地域保健医療推進事業、救急緊急医療費損失補てん事業

349

常　　　勤

0 0

(7,743) 交付金

(△ 939)

0

(603,323) 事業費

職員平均年齢

0 0

0

当期収支差額

1

1 1

役　員　数
0

0

692

当期支出合計 35,858

実　　施　　状　　況

改革実施プラン策定

改革基本方針及び改革実施プランの概要

改革基本方針
県関与事業の県直営化

大西　雄太郎

衛生部（医療政策課）

代表者

県所管部局
(課)

社団法人　長野県地域包括医療協議会
(長野市若里7-1-5）

〔具体的な事業内容〕

県出捐
率（％）

2,758,000円

〔主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）〕

－
うち県の出
捐額（円）

0円 0.0%

Ｈ15

損失補償年
度末残高

非　常　勤

県職員計（非常勤役員除く）

35 17 17

1

3

役員平均年収（千円）

　経営状況資料等公開（H14.4.1～）

補助金等比率 人件費関係費
用(再掲）

5,316

財
務
・
資
産
関
係
指
標

(0)

(0)

(0)

(0)

Ｈ18

0

0

17

職員の平均年収（千円）

1,360

5,316

負担金

Ｈ17

1

0

0

0

貸付金

県

費

受

入

状

況

補助金

(0)

(580,509)

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート
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様式１

（公益・特別法人用）

１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年 －

実施年月 実施年月

H16年９月まで H16年９月まで

H17年度から ・文化会館長に専門知識の豊富な人を採用 H17年4月 ・伊那文化会館長に専門知識豊富な民間人を登用

・歴史館の県直営化 ・歴史館の県直営化

H17年5月 ・理事定数見直し

H17年10月 ・プロパー職員の管理職への登用

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成18年度当初現在 H18年度から ・指定管理者制度への移行 H18年4月 ・指定管理者制度への移行

・県派遣職員を事務局員及び学芸員等に限定 ・県派遣職員を減員

うち県職員 H18年5月 ・県民文化会館長に専門知識豊富な民間人を登用

うち県職員

うち県職員

64.6 10,954 42.0

＊次表は17年度の状況で、（　）内は15年度 （単位：千円、％）

19.3 (16.5) 24.3 (16.8)

94.9 (96.3) 118.2 (111.5)

100.3 (100.1) 43.2 (42.9)

35.3 (379.9) 43.2 (42.9)

72.5 (76.6) 0.0 (0.0)

105.3 (108.8)

1.3 (1.4)

情報公開の取組状況

〔監査結果等〕

〔団体の課題〕

（平成１６年　包括外部監査　結果）
・資産の総額に、変更があった場合には、変更登記が必要
・（歴史館）「需用費」で購入したエアコンが、備品（資産）台帳に記載されていなかった

（平成１７年　財政的援助団体等の監査）
　指導事項等なし

　改革基本方針に基づき、県の人的関与を縮減（H17 12人→　H18 1人（埋文センター除く））したが、事業団に管理職となるべき人材が
育っていない現状から、事業団の円滑な運営に支障が生じている。

(21,300)

(0)

(0)

5,500

1,120,972

27

16

経営計画等の策定状況

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

(21,300)

6,420

12,843

0

運営費

0

3

1

2

37

昭和54年民法

65

1

Ｈ16

〔設立の沿革〕

昭和54年、県立文化施設等の管理運営を
受託する公益法人として、県が全額出資
し設立
飯田創造館をはじめ、以降順次開設した
文化施設や教育委員会から知事部局に
移管（補助執行）を受けた信濃美術館が
対象施設に加えられた
平成10年に(財)長野県埋蔵文化財セン
ター（解散）の業務を引き継ぐ
平成18年から、指定管理者として県立文
化施設のうち、県民文化会館、伊那文化
会館、飯田創造館、信濃美術館を管理

1

非　常　勤

自主事業比率

公益事業比率

正味財産比率

設立根拠

収
支
状
況

基本財産（円）

当期収入合計

役
　
職
　
員
　
数

役員平均年齢

職　員　数

年　　　　度

次期繰越額 29,081

役　員　数

収支比率

人件費比率

管理費比率

固定比率

0

0

流動比率

固定長期適合率

借入金依存率

6671

出捐金

委託料

事業費

負担金

3 3

38

当期収支差額 5,858

当期支出合計 1,927,706

役員平均年収（千円）

県職員計（非常勤役員除く）

(2,499,150)

常　　　勤

20

1,933,564 (2,502,864)

長野県が設置する文化施設及びその他の施設の管理運営並びに埋蔵文化財の調
査及び研究その他必要な事業を行い、もって長野県民の文化の向上に寄与する。

・県民文化会館、伊那文化会館、信濃美術館及び飯田創造館を指定管理者として
管理代行
・埋蔵文化財の発掘及び研究
・自主企画事業の実施

129136

2

常　　　勤

非　常　勤

70

11

2

代表者

実　　施　　状　　況

改革実施プラン策定

改革基本方針及び改革実施プランの概要

改革基本方針
県の人的関与の抜本的な縮減

うち県の出
捐額（円）

20,000,000 100.0%

財団法人　長野県文化振興事業団
（長野市若里1-1-3）

県出捐
率（％）

20,000,000

団 体 名
(所在地）

・

・

・

・

〔設立目的（寄付行為・定款上）〕

腰原愛正

職員平均年齢

県所管部局
(課)

・県民文化会館利用者　H15 399,396人、H16 400,226人、H17 384,701人 　・伊那文化会館利用者　H15
128,629人、H16 153,863人、H17 137,089人　・信濃美術館入館者　　 H15 186,774人、H16 139,612人、H17
183,330人　・飯田創造館入場者数  H15 89,554人、H16 73,994人、H17 62,258人

〔具体的な事業内容〕

〔事業執行状況を示す主な指標〕

〔主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）〕

－

10

生活環境部（生活文化課）

21

事業支出伸び率
(0)

Ｈ15

損失補償年
度末残高

10

98

(26,941) 交付金

(3,714)

(1,890,956)

(0)

・情報公開要綱に基づき県に準じて公開
・館ごとにホームページを開設し、事業内容などを公表

補助金等比率 人件費関係費
用(再掲）

681,099

財
務
・
資
産
関
係
指
標

(0)

(5,500)

補助金

(946,658)

Ｈ18

(1)

0

6

職員の平均年収（千円）

12,843

0

Ｈ17

 （H17 12人→H18　学芸員1人（埋文センターを除く））

経営検討会議を設置し、文化会館館長への専門知
識が豊富な人の登用、組織・役員体制等の検討を
行う

経営検討会議を設置し、文化会館館長への専門知
識が豊富な人の登用、組織・役員体制等の検討を
行った

指定管理業務は、民間事業者と競合する

1

81

9

27

貸付金

県

費

受

入

状

況

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート
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様式１

（公益・特別法人用）

１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年 －

実施年月 実施年月

H１６年度 ・17年度当初予算に反映できるように具体的な事業 H１６年度 ・設備貸与事業の休止

ごとの見直しを実施

H１７年度から ・県派遣職員24名を２名に縮減 H１７年度から ・県派遣職員24名を３名に縮減

（１名は観光協会へ出向のため）

H１７年度から ・公募による民間からの役員の登用 H１７年度から ・専務理事を公募により民間から登用

H１７年度から ・民間企業やＮＰＯ等への業務委託の推進 H１７年度から ・物産振興事業をＮＰＯ法人信州・長野県物産振興

協会に移管

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成18年度当初現在

H１７年度から ・第三者による「事業評価委員会（仮称）」を設置し、 H１８年度から ・第三者による「評議委員会」を設置し、毎年度業績

以後毎年度業績評価を実施 評価を実施

うち県職員

うち県職員

うち県職員

65歳 10,000千円 48歳

＊次表は17年度の状況で、（　）内は15年度 （単位：千円、％）

85.4 (82.5) 31.7 (24.6)

100.0 (100.0) 685.8 (334.7)

91.8 (100.8) 137.6 (174.7)

6.6 (2.4) 47.5 (51.8)

1.7 (1.3) 54.8 (54.9)

71.1 (99.9)

49.8 (30.5)

〔監査結果等〕

　平成１７年度外郭団体点検評価結果（2006年5月18日）

　　・県職員の派遣の縮減など、基本方針に即した改革が進められている。

　　・サービスの質、仕事の進め方の質、人の質の向上を目指した職員の意識改革を実行している。

　　・事業運営コストの削減及び保有資産の有効活用を図るため、資産の利活用方法の検討が望まれる。

〔団体の課題〕

１　県と振興センターとの連携促進
　　「県関与の抜本的な縮減」という方針の下、平成１７年度に地方事務所に設置していた振興センターの支所を廃止した。それまでは、
県の職員は振興センター職員やコーディネーター等と相互に連携して企業支援を行っていたが、支所の廃止により、訪問企業の重複、
企業情報の相互活用不足などにより、相互の連携が弱くなっている。
　　よって、地方事務所と振興センターが相互に連携して企業支援を実施できる体制を構築する必要がある。

２　人員不足
　改革基本方針において、振興センターは事業の選択と集中を行い、県の派遣職員は必要最小限の２名とすることとされた。
　しかし、長野県産業振興懇談会において喫緊の最重要課題となっている「マーケティング力の強化」や、平成19年度に創設される「地
域資源活性化基金」の運用、「知的財産に関する支援業務」等、振興センターが担う業務は増大しており、事業推進体制を整備する必
要がある。

３　振興センターの果たすべき役割と体制の見直し
　　長野県産業振興戦略プラン（仮称）の提言に基づき、振興センターの役割と体制を再検討する必要がある。

・昭和４２年、財団法人長野県中小企業下請振
興協会設立。
・昭和４６年、財団法人長野県中小企業設備貸
与公社設立。
・昭和５１年、財団法人長野県下請企業振興協
会が解散し、同協会の事業を継承した財団法人
長野県中小企業設備貸与公社の名称を財団法
人長野県中小企業振興公社に変更。
・平成１３年、長野県中小企業総合指導所（県機
関）の廃止により、その業務を継承。
・平成１８年、長野県中小企業振興センターに名
称変更

　相談助言事業は民間経営コンサルタントなども行っているが、一般的に費用が高額で、中小企業は利用しづらい。

0

22

35

3

貸付金

県

費

受

入

状

況

補助金

(26,062)

(116,566)

(342,771)

Ｈ18

1

0

0

職員の平均年収（千円）

190,760

231,190

負担金

Ｈ17

　情報公開要綱に基づき、県に準じて公開（Ｈ１４．４．１～）

補助金等比率 人件費関係費
用(再掲）

212,150

財
務
・
資
産
関
係
指
標

(736,948)

(50,000)

(0)

Ｈ15

損失補償年
度末残高

非　常　勤

県職員計（非常勤役員除く）

0 0 0

0

22

役員平均年収（千円）

財団法人　長野県中小企業振興センター
（長野県長野市中御所字岡田１３１－１０）

・相談助言事業　H16：1,995件　H17：2,429件　H18：1,513件　（H18は12月末現在）
・販路開拓支援　H16：3,187件　H17：2,916件　H18：2,020件　（H18は12月末現在）

〔具体的な事業内容〕

県出捐
率（％）

415,167,000円

〔主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）〕

・剰余金　　22.1％うち県の出
捐額（円）

305,000,000円

村井　仁

商工部（ビジネス誘発課）

代表者

県所管部局
(課)

実　　施　　状　　況

改革実施プラン策定

改革基本方針及び改革実施プランの概要

改革基本方針
県関与の抜本的な縮減

当期収支差額

0

3 3

役　員　数
1

44

△ 79,731

当期支出合計 976,843

(3,839,592) 交付金

(17,978)

45

(2,319,711) 事業費

職員平均年齢

21 3

39

897,112 (2,337,689)

センターは県内中小企業者の経営革新及び経営基盤の強化を支援する事業並び
に創業を支援する事業を総合的に行うことにより、本県産業の振興発展に寄与する
ことを目的とする。

　　　・相談助言事業　　　　・商品化・販路開拓支援事業
　　　・人材育成事業　　　　・連携支援等支援体制整備事業
　　　・情報提供事業

4242

常　　　勤

3 3

出捐金

委託料

0

0

流動比率

12,571

正味財産比率

事業支出伸び率

固定長期適合率

借入金依存率

収支比率

人件費比率

管理費比率

固定比率

自主事業比率

公益事業比率

収
支
状
況

基本財産（円）

当期収入合計

役
　
職
　
員
　
数

役員平均年齢

職　員　数

年　　　　度

次期繰越額 3,920,653

24

(553,669)

7,131千円

設立根拠 昭和４６年民法

20

1

Ｈ16

〔設立の沿革〕

421,950

団 体 名
(所在地）

常　　　勤

非　常　勤

23

〔事業執行状況を示す主な指標〕

〔設立目的（寄付行為・定款上）〕

2

0

0

73.5%

経営計画等の策定状況

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

情報公開の取組状況

(312,208)

(241,361)

(0)

運営費

0

21,554

43,087

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート長野県出資等外郭団体改革状況検証シート長野県出資等外郭団体改革状況検証シート長野県出資等外郭団体改革状況検証シート
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様式１

（公益・特別法人用）

１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年 －

・ 実施年月 実施年月

・

H16年度から ・組織再編の実施（５部体制から３部体制へ） H16.4 ・組織再編（５部体制から３部体制へ）を実施

・主要農作物種子確保以外の助成措置 H16.3 ・主要農作物種子確保以外を助成措置

・ 主要農作物原種配布実績 （kg） H15 :     16,095 H16 :     15,865 H17 :     16,488  （ らくらく果樹栽培推進事業 ）の廃止  （ らくらく果樹栽培推進事業 ）を廃止

・　 　 〃　     種子　　　〃　　　　　 　　  H15 : 1,459,128 H16 : 1,452,039 H17 : 1,474,276

・ 野菜種子配布実績 (㍑)                  H15 :       2,486 H16 :       2,871 H17 :       2,852

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成18年度当初現在

うち県職員

うち県職員

うち県職員

59歳 3,037千円 42.3歳

＊次表は17年度の状況で、（　）内は15年度 （単位：千円、％）

　指導事項 （平成17年１月実施）
　　収益事業会計決算書類の収支計算書が作成されていない。
　　特別会計も含めた法人全体の収支計算書総括表が作成されていない。

100.0 (100.0) 98.0 (96.3) 　　負債性のない修繕引当金 1,050万余円が負債の部に計上されているため、見直すこと。
64.5 (66.9) 3,302.6 (923.5) 　　以上を見直し、公益事業会計基準の正しい適用を心がけること。
95.7 (101.5) 90.8 (87.5)

5.2 (28.8) 89.3 (85.8)

8.3 (27.6) 0.0 (0.0)

40.4 (83.5)

2.4 (2.3) 特になし(8,409)

(0)

0

0

(0)

情報公開要綱(経営状況資料等公開用）に基づき公開（H14.4.1～)
インターネット・ホームページを開設し、事業内容等を公開

補助金等比率 人件費関係費
用(再掲）

8,391

財
務
・
資
産
関
係
指
標

平成１６年３月に「県の外郭団体改革に対する（社）長野県原種センターの対応方策」を策定

(0)

(0)0自主事業比率

損失補償年
度末残高

非　常　勤

県職員計（非常勤役員除く）

21 22 23

3

12

3

0

0

1,500

8,390

(0)0

農政部 （農業技術課）

代表者

県所管部局
(課)

白石　芳久

0

職員の平均年収（千円）

交付金

県

費

受

入

状

況

社団法人 長野県原種センター
(長野市松代町大室２４１７番地３)

昭和６２年民法

当期支出合計

常　　　勤

275,650

263,740 (256,521)

職員平均年齢

0

実　　施　　状　　況

改革実施プラン策定

改革基本方針及び改革実施プランの概要

改革基本方針
県関与の縮減

役員平均年収（千円）

0

4

3

00

　法定業務の主要農作物の原種生産をはじめ農作物の優良な原種苗・原原種菌及び種苗の
生産等に係る研究開発、遺伝資源の収集保管等を行い、また県育成品種の種苗等の配布等
を行うことにより県農政の戦略であるオリジナル品種による農業の生産性向上に寄与する。

1113

0

正味財産比率

流動比率

(252,592)

(203,568)

(3,929)△ 11,910

出捐金

委託料

事業費

負担金

貸付金

年　　　　度

補助金

事業支出伸び率

固定長期適合率

借入金依存率

収支比率

人件費比率

管理費比率

固定比率

128,363

〔主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）〕

全農長野県本部 27.7%　・　長野県全市町村
10.0%　・　長野県全農業協同組合 8.3%　・　長野
県信連 5.5%

0

当期収支差額

役　員　数

1,005,500,000円
うち県の出
捐額（円）

基本財産（円）

当期収入合計

役
　
職
　
員
　
数 0 0

3

0

4

10

21

〔設立目的（寄付行為・定款上）〕

0

0

0

0

Ｈ16

405,000,000円 40.3%

Ｈ15 Ｈ18

〔具体的な事業内容〕

県出捐
率（％）

2

0

Ｈ17

・ 県職務育成品種の野菜、花、果樹等の種子･種苗生産配布

・ レタス等野菜の採種生産について国内採種生産技術の確立

・ 県育成品種及び在来品種等の遺伝資源収集保存

・ 主要農作物（水稲、麦、大豆）原種・種子生産配布

〔事業執行状況を示す主な指標〕

団 体 名
(所在地）

常　　　勤

非　常　勤

設立根拠

ターとして定款変更認可・設立。

昭和37年、社団法人長野県農業生産

改良協会が設立。

昭和62年、社団法人長野県原種セン

〔設立の沿革〕

職　員　数

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

情報公開の取組状況

〔監査結果等〕

〔団体の課題〕

(2,000)

(8,409)

(0)

(10,409)
収
支
状
況

・主要農作物種子の生産配布における当法人のシェアは１００％近い。
・野菜種子については、品目によっては大手民間種苗業者等のシェアが増加傾向にあるが、県育成品種については当法人のシェアは１００％に近
い。
・えのきたけ、ぶなしめじの原原種菌生産配布については、企業のきのこ生産が増大しているためシェアが低下傾向にある。

経営計画等の策定状況

4,264千円

9,890

0

運営費

0次期繰越額

役員平均年齢

公益事業比率

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート
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様式１

（公益・特別法人用）

１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年 －

実施年月 実施年月

H16年度から 　・　競技力向上事業補助金の県直執行 H16年度から 　・　競技力向上事業補助金の県直執行

H17年度末 　　自律した運営についての検討 H16年度から

H17年度から 　　県費補助金の減額

H18年度から

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成18年度当初現在

　・　賛助会費制度を導入し、自主運営策を増進

うち県職員 　　（初年度目標額　　50万円）

うち県職員

うち県職員

63 3,000 42

＊次表は17年度の状況で、（　）内は15年度 （単位：千円、％）

100.0 (100.0) 100.0 (100.0)

100.0 (100.0) 0.0 (0.0)

98.7 (100.1) 99.5 (99.7)

17.6 (23.7) 99.5 (99.7)

24.1 (28.4) 0.0 (0.0)

△ 17.2 (△28.0)

74.5 (91.9)

　・　県費補助金の更なる減額
　　（造成目標額を上回る基金を取崩し、自主運営
　　を更に推進）

　・　派遣者数
　　　H15：７名、H16：２名、H17：２名
　　　H18：２名（11月～　３名）

　・　派遣職員の抜本的な縮減

　　スポーツ振興基金の預託先として「仕組債」を導
入。
　　（１千万円余の果実を得）

　－

1

4

1

2

貸付金

県

費

受

入

状

況

補助金

(24,077)

(0)

(75,953)

Ｈ18

1

0

28

職員の平均年収（千円）

84,631

48,599

負担金

Ｈ17

　・　経営状況資料等の公開(H14.4.1～）
　・　「体協だより」の発行による事業内容等の公表

補助金等比率 人件費関係費
用(再掲）

35,355

財
務
・
資
産
関
係
指
標

　－

(0)

(0)

(0)

Ｈ15

損失補償年
度末残高

非　常　勤

県職員計（非常勤役員除く）

28 28 28

1

4

役員平均年収（千円）

財団法人　長野県体育協会
　（長野市南長野聖徳５４５－１）

　・　スポーツ少年団加入者数（人）　　　　　　　　　H15：17,921 H16：18,223　H17：19,154
　・　公認スポーツ指導者年間登録者数（人）　　　H15： 2,516　H16： 2,515　H17： 2,966
　・　スポーツドクター数（人）　　　　　　　　　　　　　H15:：     60　H16：    65　H17：     67

〔具体的な事業内容〕

県出捐
率（％）

26,149,797　円

〔主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）〕

　各競技団体等（内訳不明）

うち県の出
捐額（円）

0　円 0.0%

村井　仁

教育委員会（スポーツ課）

代表者

県所管部局
(課)

実　　施　　状　　況

改革実施プラン策定

改革基本方針及び改革実施プランの概要

改革基本方針
　県関与の抜本的な縮減

当期収支差額

1

1 1

役　員　数
0

1

△ 2,605

当期支出合計 201,915

(2,927) 交付金

(458)

1

(320,735) 事業費

職員平均年齢

2 2

1

199,310 (321,193)

　スポーツを振興して県民の体力向上とアマチュア・スポーツ精神の高揚を図る。

　・　国民体育大会競技力の向上（国体選手強化、指導者育成）
　・　国体・北信越国体への選手団の派遣
　・　ジュニア競技力、国際競技力の向上
　・　スポーツ環境の整備（指導者養成、指導者組織の整備、大会・教室の開催など）
　・　スポーツ少年団の育成

49

常　　　勤

2 2

出捐金

委託料

0

0

流動比率

正味財産比率

事業支出伸び率

固定長期適合率

借入金依存率

収支比率

人件費比率

管理費比率

固定比率

自主事業比率

公益事業比率

収
支
状
況

基本財産（円）

当期収入合計

役
　
職
　
員
　
数

役員平均年齢

職　員　数

年　　　　度

次期繰越額 3,478

7

133,230

0

運営費

0

19,828

0

(273,288)

4,705

設立根拠 昭和21年民法

2

0

Ｈ16

〔設立の沿革〕

大正１５年、長野県体育協会として設立。

昭和１７年、大日本体育会に編入され、大
日本体育会長野県支部となる。

昭和２１年、郡市体育協会を含め１５団体
が加盟して、長野県体育協会に改組。

昭和４６年、財団法人長野県体育協会設
立。

団 体 名
(所在地）

常　　　勤

非　常　勤

7

〔事業執行状況を示す主な指標〕

・

・

・

・

〔設立目的（寄付行為・定款上）〕

1

0

1

経営計画等の策定状況

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

情報公開の取組状況

〔監査結果等〕

〔団体の課題〕

＜平成１７年度＞
・競技団体に貸し付けいている備品の管理は毎年適正に行う必要がある。
・「公益法人会計基準」を適用し、収支計算書、貸借対照表、正味資産増減計算書等の必要諸表の作成が必要である。
・備品の適正な減価償却を行う必要がある。
・基金運用益のほか自主財源確保のため、賛助会員制度の導入に当たっては、会員の募集方法や会費の徴収方法などに工夫を凝ら
すこと。
・スポーツ振興基金の一部については、円建ての債権（３０年）で、利子がドル建ての「仕組債（デュアル債）」で運用されている。
　比較的高い利回りを得られるため、基金の運用として不適切とは言えないが、超長期債のため発行元の経営状況によりリスクが生ず
る恐れがあり、今後とも注意する必要がある。

・常勤役員（専務理事）や事務局長は、県OB職員や県派遣職員が充てられており、また、団体の主要業務も県からの派遣職員又は県
職員の職務専念義務免除により行われており、業務量に見合った適正な職員配置が求められている。

・将来の幹部候補としてのプロパーの雇用、育成も必要なことと思われる。

・平成１８年度から開始した賛助会員制度の拡充に加え、自主財源の更なる確保のための各種方策を検討する必要がある。

(183,367)

(89,921)

(0)

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート長野県出資等外郭団体改革状況検証シート
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